平成29年度第2回高岡地域医療推進対策協議会、高岡地域医療構想調整会議
および第1回高岡地域医療と介護の体制整備のための協議の場
平成29年10月16日（月）19:30～21:05
高岡問屋センターエクール2階201会議室

議事要旨
１　開会
２　あいさつ（事務局）
３　議題
（1） 地域医療構想の推進について
（2） 医療と介護の体制整備について
（3） 高岡医療圏の地域医療計画の見直しについて
４　あいさつ（高岡厚生センター所長）
＜意見交換＞

（１）地域医療構想の推進について
（委　員）　急性期病床から地域包括ケア病床へ転換している病院のなかには、２病棟転換しているが、本来、２病棟は持てないのではないか。
（委　員）　200床以上の病院においては、地域包括ケア病棟は1病棟までと決められているが、それ未満の病床数の病院は病棟の制限はない。
（委　員）　高齢化になれば、医療ニーズは増えるので、キャパシティは持っておきたい。
ある程度のスタッフは揃えて、地域包括ケア病棟を中心にやっていきたい。
（委　員）　高岡医療圏として考えると、他の伏木以外の地域からの患者の受け入れということも考えられる。
（委　員）　「地域医療介護総合確保基金については、具体的な事業計画を策定した都道府県に対し、重点的に配分する」とある。地域医療構想の中でこの基金の活用があったと思うが、事業計画の考え方やどのようになっているか。
（事務局）　国では904億円の財源を確保しており、これを各都道府県へ配分する。国は、地域医療構想を推進する事業に対して、特に病床の機能分化・連携に関しては重点的に基金を配分していきたいとしている。基金は、①病床の機能分化・連携、②在宅医療・介護の推進、③医療従事者の確保・養成という３つの区分に分けて、国で配分されている。現在、来年度分について、各医療機関、関係団体、市町村等へ計画について照会し、とりまとめているところである。出てきた中で、どれを国へ出していくか等についても、今後こういった場でご意見をいただければと思う。
　（委　員）  基金について、どこにどのように使われたかなどについて分かるものはあるの
か。
　（事務局）　これまでは県医療審議会において、基金の計画等について報告してきた。今後、地域の場でもお示ししていきたい。次回のこの場で説明したい。
　（委　員）　地域包括ケア病棟に転換する際に施設の改修等がなかったため、基金の活用はなかった。ただ、改修等のハード面だけでなく、病棟の転換に伴うIT分野や訪問看護ステーションの準備をされているが、地域医療構想という大枠の中で捉えるとそういう事業は大事なことだと思うので、そういったところのIT化への補助なども、あればありがたい。
　（委　員）　基金について、国の方で３つくらいに分けて使い方を示しているので、それが資料の中にあれば分かりやすいのではと思う。
　（委　員）　次回は、ぜひそういった資料を含めて提示していただきたい。
（２）医療と介護の体制整備について
（委　員）　今後必要となる介護医療院の病床数はどれくらいか。
（事務局）　地域医療構想の中で在宅医療等の必要量を計算している。その中で療養病床のうちの医療区分１の70％分と、入院受療率を全国の中央値にするということで地域差の解消分を、介護サービスの方に追加的需要として見込むとされている。そういった必要量と、介護保険計画の見込み量との整合性を図るようにと国から求められている。
（委　員）　この中には在宅医療の必要量等は含まれていないのか？それに関する数値はあるか？
（事務局）　資料２－１の４ページをご覧いただきたい。地域医療構想で、上の四角枠の②から⑤について、在宅医療の必要量として医療機関所在地ベースで推計したところである。③の一般病床でC3基準未満の患者数については、外来診療で対応する分として、この分は介護保険サービスの見込み量から除くことになっている。④現時点で訪問診療を受けている患者数、⑤現時点の老健施設の入所者数、の２つは、平成25年度の状況をベースとして、今後の人口の変化等を考慮して在宅医療等の必要量として推計しているが、ここについては、各市町村で見込み量を出されるので、③④⑤は追加的需要には含まれない。②の療養病床の入院患者数の中の、医療区分１の70％と地域差の解消分の2025年の数字を比例的に按分して、平成32年度末、35年度末の数字で算出したものが追加的需要となる。その部分について、介護医療院等も含めた施設系のサービスなどにどのように配分するか、市町村と協議していく必要があると考えている。
（委　員）　療養病床のほとんどが、20対１へ転換する予定としている。介護医療院は、かつての老人保健施設のようなブームになる気がする。今はサ高住もあるが、医療の必要度が高くなれば、介護医療院でと移行してくるのではと思われる。一般病床７対１で在院日数が短くなり空き病床が増えると、3年間は介護医療院へ転換しないかもしれないが、一般病床７対１の病院も介護医療院をつくるという病院もあるかもしれない。介護医療院の転換は、介護保険に反映することとなる。
（事務局）  介護医療院については、国で現在施設基準、介護報酬を検討中だが、一般病床から介護医療院への転換については、現在法律上の制限はない。療養病床からの転換については総量規制をせずに見込量に含めて対応していく必要があると考えている。一般病床からの転換については、国でも検討中のため、国の方針等が決まれば報告したい。
（委　員）　７対１看護単位の病棟は、無理に他の病棟をつくって病床数を維持するのではなく、人口減と平均在院日数の短縮で病床が余るので、素直に病床を縮小するようにしてほしい。そうしないと病床過剰になってどうしても無駄な医療が行われる。
（委　員）　次期介護保険事業計画の策定作業をしているところであるが、どのように具体的に計画に盛り込んでいくのか不透明な部分があり、今後、どう連携していくのか。
（事務局）　市町村別の追加的需要の数値については、担当者説明会でお伝えしている。今後、これを具体的にどういった介護サービスとして分けるかを各市と話をしていきたい。
（委　員）　基本的に協議はいつ頃までに終わるのか。市計画も年度末には立てなければいけない。
（事務局）　まずは、今回の協議の場で出させていただき、来月に各市町村と協議していきたい。県担当課とも話し合い、改めて市町村に連絡したい。国も８月に情報を出してきている状況もある。
（３）高岡医療圏の地域医療計画の見直しについて
（特段の質疑なし）
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